
ポイント１：届出の14日前までの事前周知が義務化(R8.11.7～）

届出住宅から20mの範囲内、地域の町会自治会の代表者などへ、最低2回の説明会
実施＆周知事項を記載した書面の掲示が必要になります。
事業開始日や緊急連絡先、所在地等の内容をお知らせします。

ポイント３：届出住宅に設置する設備(R8.11.7～）

録画機能付きのビデオカメラ等、廃棄物保管用の蓋つき容器、喫煙・禁煙に関する
表示が必要です。
※喫煙場所を設ける場合は、指定場所以外への煙の流入や火災の発生を防止する
設備の設置が別途必要です。R9.4.7から全施設が対象となります。

住宅宿泊事業の条例が制定されました！

ポイント５：実施の制限(R9.1.7～）

住居専用地域（第二種低層、第一種・第二種中高層）や住居地域（第一種・第二種）、
地区計画上旅館の営業できない地区で不在型の住宅宿泊事業は不可となります。
既存施設には適用されません。
敷地の一部が制限区域をまたぐ場合、過半が制限区域であれば制限区域の住宅
扱いとなります。

ポイント４：標識の掲示(R8.11.7～）

法定標識に加え、共同住宅又は長屋では区指定標識の掲示が必要になります。
また、事業の類型、用途地域、実施可能期間が追記されます。
掲示場所や記載内容等の規定に加え、再発行についても規定されます。
届出住宅であることや緊急連絡先を外部から確認できることが目的です。

お問い合わせはこちら
北区保健所 生活衛生課 環境衛生

電話 03(3919)0720
受付時間：8:30〜17:00（土日祝を除く）

ポイント２：関係者の責務を規定(R8.10.7～)

宿泊者は届出住宅を利用するときに周辺地域に悪影響を及ぼさないようにし、
住宅の異常や周辺住民とのトラブルの際は速やかに事業者もしくは管理業者への
連絡が必要になります。
建物や土地を他人に提供する際は、契約書に住宅宿泊事業の実施の可否を記載するこ
と、分譲マンション等の場合は規約等で実施可否を定めることが努力義務となります。

詳しい内容についてはこちら
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